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 人口移動研究は、従来、個人の移動を分析対象とするものが中心であった。特に、社会が

工業化する段階にあって、人口分布の変化に大きな影響を与えるのは、高等教育機関への進

学や学卒後の就職といった、親元から離家してから結婚して新しい世帯を作るまでの、ライ

フサイクル上の単身の段階で発生する人口移動であったため、個人を単位として人口移動

を把握することには合理性があった。今日の脱工業化社会にあっても、上記のライフサイク

ル段階は最も人口移動が生じやすい時期であり、単身者の人口移動は、量的には減ったとし

ても、依然として重要な意味を持っている。 

 一方、海外では、自分の意思や必要性を根拠としない、同一世帯の構成員に付いていく形

の人口移動である随伴移動（tied migration）が論じられている。特に、主たる移動者に付い

て移動する配偶者 trailing spouse（定訳は確認できていないが、以下では「随伴配偶者」と訳

す）が注目され、既存研究では、女性への偏りが大きい（妻が夫に付いていく形が多い）こ

と、主たる移動者がキャリアアップする一方、随伴配偶者には退職や収入の減少など、職業

キャリアにマイナスの影響が及ぶ傾向にあることが指摘されている。日本においても、既婚

女性の労働参加率が上昇し、女性が結婚・出産を経ても就業を継続する傾向が強まるなかで、

随伴配偶者の実態の解明は重要だと思われる。また、西洋社会と比べて成人子が親と同居す

る傾向が強い日本では、子の随伴移動も論点になる可能性があり、配偶者に限らない、多様

な随伴移動を視野に入れる意義があると考えられる。 

 本研究では、国立社会保障・人口問題研究所が定期的に実施している「人口移動調査」の

個票データを分析することで、日本における随伴移動の現状を明らかにすることを目指す。

人口移動調査では、全国からランダム・サンプリングした調査区の全世帯を対象に調査票を

配布し、世帯員全員分の移動歴等について世帯主に回答してもらう形式をとっている。最新

の調査である 2023年の「第 9回人口移動調査」では、直近の移動経験について、時期、移

動前の居住地、移動理由を尋ねており、本研究では、同一世帯内で前 2者が一致する世帯員

の移動を「随伴移動」とみなす。この「随伴移動」の移動理由については、一部の世帯員が

「家族の利用に伴って」を選択し、主因者と思われる世帯員（たいていは世帯主）が別の移

動理由を回答するケースが考えられる一方、移動を同じくする世帯員全員が、同一の移動理

由（「家族の利用に伴って」を除く）を選択するケースも考えられる。どちらの回答形式が

選ばれるかには、世帯内の合意形成の実態や関連する規範意識が反映される可能性がある。

たとえば、「家族の利用に伴って」を移動理由に選んだ世帯員は、世帯内で従属的な立場に

あることが考えられ、全世帯員が同一の回答を選んでいる場合は、全員のニーズに合致した

移動という認識がなされている可能性がある。 

 上記の定義に従って、第 9 回人口移動調査の個票データから抽出された直近 5 年以内



 

（2018 年 7 月～2023 年 7 月 1 日）の移動を、1 人世帯の移動、2 人以上世帯の随伴なしの

移動、随伴移動に分け、移動理由とのクロス集計を行うと、表 1のようになる。なお、随伴

移動については、移動理由に「家族の移動に伴って」を選択したケース（随伴 B）と、それ

以外を選択したケース（随伴 A）に分け、随伴 Bについては、主因者の移動理由に基づき分

類している。全体では、随伴移動は約 6 割を占めるが、その大半は随伴 A で、随伴 A だけ

で全体の半数を占める。1人世帯での移動が 25%で、2人以上世帯における随伴なしの移動

は 14%に過ぎない。この数値は移動理由によって大きく異なり、「住宅事情」「子育て環境上

の理由」では随伴 Aが 8割を超える。一方、随伴 B の大きさが目立つのが「転勤」の 28%

で、随伴 B が随伴 A より大きい唯一の移動理由となっている。また、表には示していない

が、随伴 B に占める各移動理由の割合をみると、「転勤」が 28%で最大となっている。 

 この「転勤」による随伴移動について、上述の随伴配偶者への関心に基づき、性別・続柄

別に集計すると、大きなジェンダー・バイアスが観察される。すなわち、「転勤」の随伴 A

の 75%が男性世帯主によって占められており、女性世帯主と女性配偶者はそれぞれ 2%と

15%に過ぎない。一方、随伴 Bは、女性配偶者が 49%で子（男女計）が 46%となっている。

なお、男性配偶者の随伴移動は観察されていない。 

 以上をまとめると、人口移動調査で示される日本の随伴移動は、世帯員全員が同一の理由

で移動するパターンと、移動理由の明確な世帯員（たいていは世帯主）に他の世帯員が付い

ていくパターンに分けられ、いずれのパターンが支配的かは移動理由の内容と関連してい

る。そして、「転勤」に代表される後者のパターンには、主たる移動者と従属的な移動者と

の間にジェンダー・バイアスが観察され、「夫の移動に付いていく妻」という図式を典型的

なものとして読み取ることができる。 

 

 

表 1 移動理由別・世帯の移動類型別移動者割合（%） 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第９回人口移動調査」． 

2018 年 7 月～2023年 7月 1 日の移動を集計．割合は都道府県別・後置番号別ウェイトを適用した数値． 

随伴 A：随伴移動者のうち，移動理由に「家族の移動に伴って」以外を選択したケース． 

随伴 B：随伴移動者のうち，移動理由に「家族の移動に伴って」を選択したケースに，主たる随伴移動者の

移動理由を振り分けている． 

随伴なし 随伴A 随伴B

入学・進学 67.35 13.40 14.96 4.29 100.00 695

就職・転職 60.01 21.10 10.30 8.60 100.00 916

転勤 37.37 10.54 24.27 27.82 100.00 782

住宅事情 12.54 2.14 80.36 4.96 100.00 2,514

生活環境上の理由 34.20 8.26 53.91 3.63 100.00 985

結婚 1.12 53.08 42.50 3.30 100.00 671

子育て環境上の理由 0.49 1.69 81.04 16.78 100.00 558

その他 23.44 17.03 49.09 10.44 100.00 2,651

計 25.48 14.16 51.67 8.69 100.00 9,214

1人世帯
2人以上世帯

計 n


